
 

採取 運搬 建設 維持 供用 廃棄 

ライフ・ステージ 

環境負荷 

 

超えるかどうか？ 

基準値

 

採取 運搬 建設 維持 供用 廃棄 

環境負荷 

 

総量がどれだけか？ 

  

ライフ・ステージ

社会資本のライフ・サイクルをとおした環境評価技術の開発について 

曽根真理、下田潤一、並河良治、岸田弘之※ 

 

 

1. はじめに 

国土技術政策総合研究所は、総合技術開発プロジェ

クトとして「社会資本のライフ・サイクルをとおした

環境評価技術の開発」（平成 20～22 年度）を実施して

いる。本稿はこのプロジェクトの進捗状況について報

告を行うものである。 

 

2. 研究の背景 

(1)持続可能性は総和の評価 

 近年は地球温暖化防止や循環型社会の形成といった

持続可能性にかかわる問題の重要性が増している。自

然破壊や公害を想定した従来の環境影響評価制度（図

１の上）では、各ライフ・ステージにおける環境負荷

が基準値を超えるかどうかが問題であった。これに対

して持続可能性の評価はライフ・ステージの環境負荷

の総和が問題となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 環境影響評価の方法 

(2)他の分野で進む LCA 

 現在工業製品分野ではライフ・サイクル・アセスメ

ント（LCA）が一般化しつつある（図２）。また、建築

分野でも LCA の考え方を取り入れた CASBEE が実施

されつつある（図３）。こうした状況を踏まえると社会

資本整備においてもLCAの実施に対する社会的要請は

高まると考えられる。 

 

3. 検討体制 

国土技術政策総合研究所は社会資本のLCA技術開発

の照査・検証を目的に、平成 20 年度に土木学会に業務

委託を行った。その結果、土木学会内に以下の委員会

が設置された。 

(1) LCA 活用方策検討委員会（LCA 活用委員会） 

座長：石田東生筑波大学教授 

・LCA を今後どう活用するかについて議論する。 

・社会資本 LCA への適用検証を行う。 

(2) ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘ・データ作成手法検討委員会（ID 手法委員会） 

座長：花木啓祐東京大学教授 

・原単位設定のための境界条件をどう設定するかにつ

いて議論を行う。 

・副産物利用の環境負荷について、取り扱いを検討す

る。 

・影響の大きい主要建設資材について解釈を統一する。 

(3) ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘ・データ・ベース作成委員会(IDB 委員会) 

座長：国総研環境研究部長岸田弘之 

・主要品目についてインベントリ・データ・ベースを

作成する。 

(4) LCA 理論検討委員会（LCA 理論委員会） 

座長：藤田壮東洋大学教授 

・産業連関法と積み上げ法の利点を組み合わせたハイ

ブリッド法（仮称）の開発を行う。 

・グリーン調達の評価基準案を作成する。 
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表１ 産業連関法と積み上げ法の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ インベントリ・データ・ベースの開発 

4. 開発目標 

(1)開発課題 

 本プロジェクトの LCA 手法に必要な課題は以下

のとおりと考えている。 

・ 持続可能性の実現という目標に向かっていること。 

・ 環境影響評価政策指標として適切に使用できるこ

と。 

・ 構造物全体から部材・資材まで含めた評価システム

全体で整合が取れていること。 

・ 評価漏れがないこと。 

 

(2)具体的開発課題 

具体的には、産業連関法と積み上げ法の長所、短所

を検討した上で（表１）、LCA 算出の基礎となるインベ

ントリ・データ・ベースの開発を行う（図２）。さらに、

構想段階から管理段階までの検討に供するための LCA

システムの開発を行う。 

 

(3)利用イメージ 

 以上の開発を行った結果として材料から構造物まで 

の環境負荷を評価することを目標としている（図３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ LCA システムのイメージ 

 

5. おわりに 

持続可能性に関する評価は社会資本を評価する上で

今後重要性を増すことが予想される。本プロジェクト

により社会資本が適切に評価できるよう、シンポジウ

ムや学会などを通じて皆様から幅広い意見を頂きなが

ら開発に臨むこととしています。 
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